
【説明】
○　「量の見込み」（需要量）の算出方法

○　審議に当たってのポイント

・「量の見込み」（需要量）は、過去の利用状況等と比較して妥当か。

・「量の見込み」（需要量）を独自の算出方法により算出する場合、その算出方法は妥当か。

・「確保の内容」（供給量）は、「量の見込み」（需要量）と比較して妥当か。

1　教育・保育施設

実績数
A

進捗状況の説明
実績数

B

(実績数
－計画数)

B-D
進捗状況の説明

令和2年度
C

令和3年度
D

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,655 1,619 42 1,601 1,577 1,566 1,576 1,610 1,636 1,602 1,530

幼児期の学校教育の
利用希望が強い

144 148 △ 13 163 161 160 161 164 167 164 156

上記以外 1,511 1,471 55 1,438 1,416 1,406 1,416 1,446 1,469 1,438 1,374

1,655 1,619 42 1,601 1,577 1,566 1,576 1,610 1,636 1,602 1,530

特定教育・保育施設 144 144 0 144 144 183 183 183 144 144 183

確認を受けない幼稚園 870 870 △ 150 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020

市外の幼稚園 641 605 192 437 413 363 373 407 472 438 327

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○　「量の見込み」算出方法 ○　参考（実績）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度

98人 105人 131人 147人 149人 136人 132人

862人 805人 810人 828人 768人 675人 646人

960人 910人 941人 975人 917人 811人 778

○　「確保の内容」算出方法 58.9% 56.6% 62.1% 54.2% 52.0% 50.4% 51.6%

　・特定教育・保育施設　…こどものくに幼稚園（105人）、けやきの森認定こども園（39人）、令和6年度認定こども園１園（39人）の開設

　・確認を受けない幼稚園　…こどものくに幼稚園を除く私立幼稚園（1,020人）

　原則として、「計画期間の児童数推計値　×　ニーズ調査結果に基づく各事業の潜在需要率（利用意向率）」により算出する。ただし、この算出結果が過去の利用実績と大きな乖離があるなどの場合は、独
自の算定方法により算出する。

番
号

区分 担当課 量の見込みと確保の内容

子ども・子育て支援事業計画変更における量の見込みと確保の内容
資料７

令和2年度現況 令和3年度進捗状況 計画数【現行】 計画数【変更案】

1

１号認定
（満３歳
以上、幼
稚園を利
用希望）

保育課

１　必要利用定員総数
私立幼稚園利用者が通園してい
る施設の所在地を見ると、約4
割以上の利用者が市外の幼稚園
に通園していることから、市内
幼稚園の供給量の不足も推測さ
れる一方で、保育ニーズも増加
傾向にある。そのため、今後も
引き続き、既存園の意向を尊重
しながら、認定こども園への移
行への対応ができるよう検討を
進めていく。

私立幼稚園利用者は昨年に比べ
減少している一方、市外の幼稚
園に通う利用者の割合は、約
45％と、昨年（約40%）より増
加している。今後も、保育ニー
ズの増加が予想されるため、既
存園の意向を尊重しながら、認
定こども園への移行への対応が
できるよう検討を進めていく。

２　確保の内容

過不足（２-１）

※　必要利用定員総数＝幼児期の学校教育・保育の量の見込み。
※　特定教育・保育施設＝市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「認定こども園・幼稚園・保育所」のこと。
※　確認を受けない私立幼稚園＝自治体が施設型給付の対象となることを確認する「認定こども園・幼稚園・保育所」に該当しない、私立幼稚園のこと（私立幼稚園が、新制度の施設型給付を受けるかどうかは各幼稚園の判断に委ねるこ
ととなっている）。
※　施設型給付＝新制度で認定こども園・幼稚園・保育所（教育・保育施設）を通じた共通の給付のこと。
※　幼児期の学校教育の利用希望が強い（2号認定）＝2号認定ニーズのうち幼児期の学校教育（幼稚園、認定こども園）の利用希望が強いと想定されるもの。1号認定の確保方策として記載することが可能である。

　・幼児期の学校教育の利用希望が強い
　　「家庭類型別児童数（３～５歳、2号認定ニーズ）」×「利用意向率（幼稚園希望の割合）」
　　（＝推計児童数（３～５歳）の5.0%） 特定教育・保育施設 在籍者数

　・上記以外
　　「家庭類型別児童数（３～５歳、1号認定ニーズ）」×「利用意向率（幼稚園等希望の割合）」
　　（＝推計児童数（３～５歳）の43.8%）

確認を受けない幼稚園（こどものくに幼稚園を除く私立幼稚園）在籍者数

合計

利用意向率（３歳以上）（＝利用意向者数／児童数）

1



実績数
A

進捗状況の説明
実績数

B

(実績数
－計画数)

B-D
進捗状況の説明

令和2年度
C

令和3年度
D

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,490 1,647 126 1,546 1,521 1,588 1,677 1,793 1,718 1,763 1,764

1,777 2,049 22 1,802 2,027 2,162 2,252 2,342 2,215 2,215 2,260

特定教育・保育施設 1,708 1,996 92 1,679 1,904 2,039 2,129 2,219 2,162 2,162 2,207

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

認可外保育施設 69 53 △ 70 123 123 123 123 123 53 53 53

287 402 △ 104 256 506 574 575 549 497 452 496

○　「量の見込み」（必要利用定員総数）算出方法 ○　参考（実績）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度

920人 1,011人 1,089人 1,151人 1,317人 1,417 1,581

73人 60人 96人 116人 109人 82 90

○　「確保の内容」算出方法 993人 1,071人 1,185人 1,267人 1,426人 1,499 1,671

5人 5人 12人 2人 7人 12人 0人

33.8% 36.6% 38.7% 40.0% 43.5% 45.6% 48.7% 平均

【令和4年度増減】新規認可園　4園（+163人） 定員変更 1園（+3) 2.7% 2.1% 1.3% 3.5% 2.1% 3.1% 2.5%

【令和5年度増減】なし

【令和6年度増減】新規認定こども園 1園（+45人）

番
号

区分 担当課 量の見込みと確保の内容
令和2年度現況 令和3年度進捗状況 計画数【現行】 計画数【変更案】
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２号認定
（満３歳
以上、保
育所を利
用希望）

保育課

１　必要利用定員総数
待機児童の解消に向けて、施設整備等
の定員の確保に努めているが、令和2
年4月の待機児童数が97人となる等、
前年度待機児童数より減少した。
申込者の多くが特定教育・保育施設へ
の入所を希望している状況を踏まえ、
引き続き定員確保策を検討していく。

待機児童の解消に向けて、施設整備等
の定員の確保に努めているが、令和3
年4月現在の待機児童数が41名となる
等、前年度待機児童数より減少した。
申込者の多くが特定教育・保育施設へ
の入所を希望している状況を踏まえ、
引き続き定員確保策を検討していく。

２　確保の内容

過不足（２-１）

※　必要利用定員総数＝幼児期の学校教育・保育の量の見込み。
※　地域型保育事業＝自治体で実施している、19人以下の小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育のこと。
※　認可外保育施設＝「認可保育所」以外の子供を預かる施設の総称。自治体によって種別が異なる場合がある。

認可保育所入所者数（３歳以上）

認可外保育施設入所者数（３歳以上）

合計

待機児童数（３歳以上）

利用意向率（３歳以上）（＝利用意向者数／児童数）

①令和２・３年度＝「家庭類型別児童数（３～５歳、2号認定ニーズ）」×「利用意向率（保育所等希
望の割合）」  （＝推計児童数（３～５歳）の47.1%）
②令和４～６年度＝　「児童人口に対する必要利用定員総数（実績）割合の過去６年間（H27→R3）の
伸び率平均」（2.5％）を加える。

　・特定教育・保育施設…R3年度進捗状況の「確保の内容」数（1,996人）をベースに認可保育所・認
定こども園の新設分を加える。
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実績数
A

進捗状況の説明
実績数

B

(実績数
－計画数)

B-D
進捗状況の説明

令和2年度
C

令和3年度
D

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

314 290 △ 84 374 374 393 410 433 311 324 339

338 362 △ 23 355 385 403 415 433 374 374 380

特定教育・保育施設 281 314 6 278 308 326 338 356 326 326 332

地域型保育事業 32 29 △ 3 32 32 32 32 32 29 29 29

認可外保育施設 25 19 △ 26 45 45 45 45 45 19 19 19

24 72 61 △ 19 11 10 5 0 63 50 41

30.6% 38.5% 3.7% 32.0% 34.8% 36.4% 37.6% 38.9% 38.8% 38.8% 39.4%

○　「量の見込み」算出方法 ○　参考（実績）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度

159人 181人 194人 211人 237人 255人 249人

17人 20人 27人 28人 30人 27人 16人

○　「確保の内容」算出方法 24人 36人 33人 32人 28人 14人 13人

200人 237人 254人 271人 295人 296人 278人

24人 53人 85人 38人 39人 7人 3人

【令和4年度増減】新規認可園　2園（+12人） 22.4% 25.8% 28.7% 27.8% 29.1% 31.2% 30.9% 平均

【令和5年度増減】なし 3.4% 2.9% -0.9% 1.4% 2.1% -0.3% 1.4%

【令和6年度増減】新規認定こども園 1園（+6人）

番
号

区分 担当課 量の見込みと確保の内容
令和2年度現況 令和3年度進捗状況 計画数【現行】

3

３号認定
（満３歳
未満、保
育所を利
用希望）
①　３号
認定（０
歳）

保育課

１　必要利用定員総数
待機児童の解消に向けて、施設整備等
の定員の確保に努めているが、令和2
年4月の待機児童数が97人となる等、
前年度待機児童数より減少した。
申込者の多くが特定教育・保育施設へ
の入所を希望している状況を踏まえ、
引き続き定員確保策を検討していく。

待機児童の解消に向けて、施設整備等
の定員の確保に努めているが、令和3
年4月現在の待機児童数が41名となる
等、前年度待機児童数より減少した。
申込者の多くが特定教育・保育施設へ
の入所を希望している状況を踏まえ、
引き続き定員確保策を検討していく。

２　確保の内容

過不足（２-１）

保育利用率

認可保育所入所者数（０歳）

地域型保育事業入所者数（０歳）

認可外保育施設入所者数（０歳）

計画数【変更案】

①令和２・３年度＝　「家庭類型別児童数（０歳、3号認定ニーズ）」×「利用意向率（保育所等希望
の割合）」  （＝推計児童数（０歳）の33.7%）
②令和４～６年度＝　「児童人口に対する必要利用定員総数（実績）割合の過去６年間（H27→R3）の
伸び率平均」（1.4％）を加える。

　・特定教育・保育施設…R3年度進捗状況の「確保の内容」数（314人）をベースに認可保育所・認定
こども園の新設分を加える。

合計

待機児童数（０歳）

利用意向率（０歳）（＝利用意向者数／児童数）
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実績数
A

進捗状況の説明
実績数

B

(実績数
－計画数)

B-D
進捗状況の説明

令和2年度
C

令和3年度
D

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,188 1,282 △ 74 1,312 1,356 1,428 1,487 1,544 1,238 1,230 1,300

1,140 1,277 △ 94 1,236 1,371 1,455 1,509 1,563 1,369 1,369 1,399

特定教育・保育施設 943 1,115 49 931 1,066 1,150 1,204 1,258 1,207 1,207 1,237

地域型保育事業 96 99 4 95 95 95 95 95 99 99 99

認可外保育施設 101 63 △ 147 210 210 210 210 210 63 63 63

△ 48 △ 5 △ 20 △ 76 15 27 22 18 131 139 99

53.3% 58.1% -3.6% 57.5% 61.7% 64.9% 67.4% 69.9% 67.5% 71.1% 71.7%

○　「量の見込み」算出方法 ○　参考（実績）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度

529人 602人 626人 731人 838人 838人 1,068人

52人 68人 99人 107人 91人 94人 100人

○　「確保の内容」算出方法 142人 138人 185人 214人 182人 155人 122人

723人 808人 910人 1,052人 1,111人 1,087人 1,290人

121人 110人 98人 68人 89人 78人 38人

【令和4年度増減】新規認可園 4園（+92人） 41.7% 43.8% 43.8% 46.5% 52.5% 55.6% 58.4% 平均

【令和5年度増減】なし 2.1% -0.1% 2.7% 6.0% 3.1% 2.8% 2.8%

【令和6年度増減】新規認定こども園 1園（＋30人）

区分 担当課 量の見込みと確保の内容
令和2年度現況 計画数【変更案】計画数【現行】
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３号認定
（満３歳
未満、保
育所を利
用希望
②３号認
定（１・
２歳）

保育課

１　必要利用定員総数
待機児童の解消に向けて、施設整備等
の定員の確保に努めているが、令和2
年4月の待機児童数が97人となる等、
前年度待機児童数より減少した。
申込者の多くが特定教育・保育施設へ
の入所を希望している状況を踏まえ、
引き続き定員確保策を検討していく。

待機児童の解消に向けて、施設整備等
の定員の確保に努めているが、令和3
年4月現在の待機児童数が41名となる
等、前年度待機児童数より減少した。
申込者の多くが特定教育・保育施設へ
の入所を希望している状況を踏まえ、
引き続き定員確保策を検討していく。

２　確保の内容

保育利用率

番
号

地域型保育事業入所者数（１・２歳）

認可外保育施設入所者数（１・２歳）

合計

待機児童数（１・２歳）

利用意向率（１・２歳）（＝利用意向者数／児童数）

過不足（２-１）

認可保育所入所者数（１・２歳）

①令和２・３年度＝　「家庭類型別児童数（１・２歳、3号認定ニーズ）」×「利用意向率（保育所等
希望の割合）」  （＝推計児童数（１・２歳）の61.0%）
②令和４～６年度＝　「児童人口に対する必要利用定員総数（実績）割合の過去６年間（H27→R3）の
伸び率平均」（2.8％）を加える。

　・特定教育・保育施設…R3年度進捗状況の「確保の内容」数（1,115人）をベースに認可保育所・認
定こども園の新設分を加える。

令和3年度進捗状況
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